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１ 保険者努力支援制度の概要
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① 年齢構成が⾼く、医療費⽔準が⾼い
② 所得⽔準が低い
③ 保険料負担が重い
④ 保険料（税）の収納率
⑤ 一般会計繰入・繰上充用
⑥ 財政運営が不安定になるリスクの⾼い

小規模保険者の存在
⑦ 市町村間の格差

①財政運営の都道府県単位化・都道府県と市町村の役割分担
・都道府県が財政運営の主体となり、安定的な財政運営や効率的な
事業運営の確保等の国保運営に中心的な役割を担う
・市町村は、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、
保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う
・都道府県が統一的な方針として国保運営方針を示し、市町村が担う
事務の効率化、標準化、広域化を推進
・都道府県に財政安定化基⾦を設置
②財政支援の拡充
・財政⽀援の拡充により、財政基盤を強化（毎年約3,400億円）
低所得者対策の強化、保険者努⼒支援制度 等

国保が抱える構造的課題 国保改革（平成30年度〜）

今後の主な課題

平成30年度改革が現在概ね順調に実施されており、引き続き、財政運営の安定化を図りつつ、「財政運営の都道府県単位化」の
趣旨の深化を図るため、国保運営方針に基づき、都道府県と市町村の役割分担の下、以下の取組を進める。都道府県においては、令
和２年度末に向けて、国保運営方針の改定（⼜は中間⾒直し）を進める。

○法定外繰入等の解消
⾚字解消計画の策定・状況の⾒える化等を通じて、解消に向けた実⾏性のある取組を推進

○保険料⽔準の統一に向けた議論
将来的には都道府県での保険料⽔準の統一を目指すこととし、地域の実情に応じて議論を深めることが重要
○医療費適正化の更なる推進
保険者努⼒支援制度で予防・健康づくりが拡充されたことも踏まえ、都道府県内全体の医療費適正化に資する取組を推進

国民健康保険制度改革の状況

3



令和４年度の公費について（拡充分の全体像）

○財政調整機能の強化

（財政調整交付金の実質的増額）

【800億円程度】

○保険者努力支援制度

･ 医療費の適正化に向けた

取組等に対する支援

【800億円程度】

＜特調（都道府県分）＞【100億円程度】

・子どもの被保険者【100億円程度】

＜特調（市町村分）＞【100億円程度】

・精神疾患【70億円程度】、非自発的失業【30億円程度】

＜暫定措置（都道府県分）＞【150100億円程度】

※制度施行時の激変緩和に活用

＜都道府県分＞【500億円程度】

・医療費適正化の取組状況（都道府県平均）【200億円程度】
・医療費水準に着目した評価【150億円程度】
・各都道府県の医療費適正化等に関する取組の実施状況【150億円程度】

＜市町村分＞【○○○億円程度】

※別途、特調より追加

＜普調＞【450500億円程度】

合計
1,000億円の
インセンティブ
制度
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※特別高額医療費共同事業への国庫補助を拡充し、60億円を確保。総額は約1,700億円を維持する。
※個々の項目の詳細な予算額を含め予算編成過程において検討する。
※令和５年度以降の公費の在り方については、施行状況を踏まえ、地方団体と十分に協議を行った上で決定するものとする。

合計500億円
程度

令和４年度の公費の在り方について
とりまとめ

令和３年６月29日
国保基盤強化協議会事務レベルＷＧ



保険者努力支援制度がもたらす効果

○被保険者の健康増進や医療費の適正化の促進

○被保険者の保険料の負担軽減
・交付額：得点×被保険者数 （ただし総額を按分）

○納付金の抑制～県分交付金～

・県分評価には、県の取組状況のほか、市町村指標の県単位
評価が含まれています。

同制度は、事業実施の効果が過年度実績として数年後に
交付額に反映されることも多いため、着実な事業実施が必
要。
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２ 令和４年度保険者努力支援制度
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指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況
○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該
当者及び予備群の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導実施率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に
基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○⻭科健診受診率

指標③生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○特定健診受診率向上の取組実施状況

指標④ 広く加⼊者に対して⾏う予防･健康づくりの取組の実施状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加⼊者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複・多剤投与者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組・使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況
○保険料（税）収納率

※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況
○データヘルス計画の実施状況

指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況
○医療費通知の取組の実施状況

指標④ 地域包括ケア推進・一体的実施の実施状況
○国保の視点からの地域包括ケア推進・一体的実施の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況
○適切かつ健全な事業運営の実施状況
○法定外繰入の解消等

令和４年度の保険者努力支援制度 取組評価分

市町村分（500億円程度）

都道府県分（500億円程度）

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・後発医薬品の使用割合
・保険料収納率
※都道府県平均等に基づく評価

○年齢調整後一人当たり医療費
・その水準が低い場合
・前年度(過去３年平均値)より一定程度改善

した場合に評価
○重症化予防のマクロ的評価

・年齢調整後新規透析導入患者数が少ない場合

○都道府県の取組状況
・医療費適正化等の主体的な取組状況
（保険者協議会、データ分析、重症化予防、重

複・多剤投与者への取組 等）
・法定外繰入の解消等
・保険料水準の統一
・医療提供体制適正化の推進 7

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価 指標② 医療費適正化のアウトカム評価 指標③ 都道府県の取組状況

（※） 令和4年度予算額は未定であるため、現時点では令和３年度予算と同程度を想定。
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区分 指標
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

配点 全体に対
する割合 配点 全体に対す

る割合 配点 全体に対
する割合 配点 全体に対

する割合

共通①

（1）特定健康診査受診率 50 5.9% 50 5.4% 70 7.0% 70 7.0%

（2）特定保健指導実施率 50 5.9% 50 5.4% 70 7.0% 70 7.0%

（3）メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少率 50 5.9% 50 5.4% 50 5.0% 50 5.0%

共通②
（1）がん検診受診率等 30 3.5% 30 3.3% 40 4.0% 40 4.0%

（2）⻭科健診受診率等 25 2.9% 25 2.7% 30 3.0% 30 3.0%

共通③ 発症予防・重症化予防の取組 100 11.8% 100 10.9% 120 12.0% 120 12.0%

共通④
（1）個人へのインセンティブ提供 70 8.2% 70 7.6% 90 9.0% 90 9.0%

（2）個人への分かりやすい情報提供 25 2.9% 20 2.2% 20 2.0% 20 2.0%

共通⑤ 重複・多剤投与者に対する取組 35 4.1% 50 5.4% 50 5.0% 50 5.0%

共通⑥
（1）後発医薬品の促進の取組 35 4.1% 35 3.8%

130 13.0% 130 13.0%
（2）後発医薬品の使用割合 40 4.7% 100 10.9%

固有① 保険料（税）収納率 100 11.8% 100 10.9% 100 10.0% 100 10.0%

固有② データヘルス計画の実施状況 40 4.7% 50 5.4% 40 4.0% 40 4.0%

固有③ 医療費通知の取組 25 2.9% 25 2.7% 25 2.5% 25 2.5%

固有④ 地域包括ケア・一体的実施 25 2.9% 25 2.7% 25 2.5% 30 3.0%

固有⑤ 第三者求償の取組 40 4.7% 40 4.3% 40 4.0% 40 4.0%

固有⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況 50 5.9% 60 6.5% 95 9.5% 95 9.5%

体制構築加点 60 7.0% 40 4.3% ― ― ― ―

全体 体制構築加点含む 850 100％ 920 100％ 995 100％ 1,000 100％

取組評価分（市町村分） 各年度配点比較

令和４年度

配点 全体に対
する割合

70 7.3%

70 7.3%

50 5.2%

40 4.2%

30 3.1%

120 12.5%

45 4.7％

15 1.6%

50 5.2%

130 13..5%

100 10.4%

30 3.1%

20 2.1％

40 4.2%

50 5.2%

100 10.4％

― ―

960 100％



指標② 医療費適正化のアウトカム評価【150億円程度】 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（ⅰ）年齢調整後１人当たり医療費 50 50 60 60

（ⅱ）重症化予防のマクロ的評価 ― ― 20 20

合計 50 50 80 80

取組評価分（都道府県分） 各年度配点比較

9※ 改革施行後の医療費適正化の取組状況を見つつ、アウトカム評価の比重を高めていくものとする

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価【200億円程度】 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（ⅰ）特定健診受診率・特定保健指導実施率 20 20 24 24

（ⅱ）糖尿病等の重症化予防の取組 10 15 26 26

（ⅲ）個人インセンティブの提供 10 10 18 18

（ⅳ）後発医薬品の使用割合 20 20 22 22

（ⅴ）保険料（税）収納率 20 20 20 20

体制構築加点 20 15 ― ―

合計 100 100 110 110

指標③ 都道府県の取組状況に関する評価【150億円程度】 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
（ⅰ）医療費適正化等の主体的な取組状況

・重症化予防、重複・多剤投与者への取組等 20 20 30 30

・市町村への指
導・助言等

都道府県による給付点検

10 10 10 10都道府県による不正利得の回収

第三者求償の取組

・保険者協議会への積極的関与 − 10 10 10

・都道府県によるKDB等を活用した医療費分析等 − 10 10 10

（ⅱ）法定外一般会計繰入の解消等・保険料水準の統一 30 30 35 41

（ⅲ）医療提供体制適正化の推進 （30） 25 25 5

合計 60 105 120 106

令和４年度

25

25

20

20

20

―

110

令和４年度

60

20

80

令和４年度

40

10

10

10

40

5

115



３ 令和３年度保険者努力支援制度の評価結果
（市町村分）
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令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）

都道府県別平均獲得点【１０００点満点】

共通１ 特定健診・保健指導・メタボ(190点） 共通２がん検診・歯周疾患健診（70点） 共通3重症化予防（120点）

共通４個人インセンティブ（110点） 共通５重複服薬（50点） 共通６ジェネリック（130点）

固有１収納率（100点） 固有２データヘルス（40点） 固有３医療費通知（25点）

固有４地域包括ケア・一体的実施(30点） 固有５第三者求償（40点） 固有６適正かつ健全な取組（95点）

速報値
（点）

11



537.55 

566.90 
548.61 

620.20 

513.92 

684.86 

606.97 

452.50 

563.72 
557.63 

489.48 
493.13 

386.92 

408.64 

605.43 

621.07 

658.11 

604.18 

554.52 

607.16 

575.05 
575.20 

496.09 

530.52 

564.89 

463.35 
474.77 

537.78 

435.87 

508.40 

573.11 

530.05 

461.00 

516.35 

454.32 

616.21 

554.18 
559.05 

561.82 
556.22 

661.30 

639.52 

635.62 

602.11 

653.42 
645.81 

635.95 

555.31 

0

100

200

300

400

500

600

700

㉛
北
海
道

⑳
青
森
県

㉙
岩
手
県

⑨
宮
城
県

㉟
秋
田
県

①
山
形
県

⑫
福
島
県

㊹
茨
城
県

㉑
栃
木
県

㉕
群
馬
県

㊴
埼
玉
県

㊳
千
葉
県

㊼
東
京
都

㊻
神
奈
川
県

⑮
新
潟
県

⑩
富
山
県

③
石
川
県

⑭
福
井
県

㉘
山
梨
県

⑬
長
野
県

⑱
岐
阜
県

⑰
静
岡
県

㊲
愛
知
県

㉜
三
重
県

㉒
滋
賀
県

㊶
京
都
府

㊵
大
阪
府

㉚
兵
庫
県

㊺
奈
良
県

㊱
和
歌
山
県

⑲
鳥
取
県

㉝
島
根
県

㊷
岡
山
県

㉞
広
島
県

㊸
山
口
県

⑪
徳
島
県

㉗
香
川
県

㉔
愛
媛
県

㉓
高
知
県

㉖
福
岡
県

②
佐
賀
県

⑥
長
崎
県

⑧
熊
本
県

⑯
大
分
県

④
宮
崎
県

⑤
鹿
児
島
県

⑦
沖
縄
県

全
国

【参考】令和２年度保険者努力支援制度（市町村分）

都道府県別平均獲得点 995点満点

共通１ 特定健診・保健指導・メタボ(190点） 共通２がん検診・歯周疾患健診（70点） 共通3重症化予防（120点）

共通４個人インセンティブ（110点） 共通５重複服薬（50点） 共通６ジェネリック（130点）

固有１収納率（100点） 固有２データヘルス（40点） 固有３医療費通知（25点）

固有４地域包括(25点） 固有５第三者求償（40点） 固有６適正かつ健全な取組（95点）

（点）
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令和３年度の保険者努力支援制度（市町村・都道府県）

13

指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況
○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該
当者及び予備群の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導実施率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に
基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○⻭科健診受診率

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況
○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加⼊者に対して⾏う予防･健康づくりの取組の実施状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加⼊者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複・多剤投与者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組・使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況
○保険料（税）収納率

※過年度分を含む
指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の実施状況

指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況
○医療費通知の取組の実施状況

指標④ 地域包括ケア推進・一体的実施の実施状況
○国保の視点からの地域包括ケア推進・一体的実施の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況
○適切かつ健全な事業運営の実施状況
○法定外繰入の解消等

市町村分（500億円程度）

都道府県分（500億円程度）

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・後発医薬品の使用割合
・保険料収納率
※都道府県平均等に基づく評価

○年齢調整後一人当たり医療費
・その水準が低い場合
・前年度(過去３年平均値)より一定程度改善

した場合に評価
○重症化予防のマクロ的評価

・年齢調整後新規透析導入患者数が少ない場合

○都道府県の取組状況
・医療費適正化等の主体的な取組状況

（保険者協議会、データ分析、
重症化予防の取組 等）

・法定外繰入の解消等
・保険料水準の統一
・医療提供体制適正化の推進

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価 指標② 医療費適正化のアウトカム評価 指標③ 都道府県の取組状況

※赤字は令和２年度指標からの変更点
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特定健診受診率（70点） 特定保健指導率（70点） メタボリックシンドローム該当者及び予備軍減少率（50点）

全国平均 42.9点

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（共通指標① 特定健診・特定保健指導等実施率等）

（得点）

県平均 9.6点

① 第二期特定健康診査等実施計画期間における目標値（６０％）を達成している場合 〔５０点〕
② ①の基準は達成し,かつ受診率が29年度以上の場合 〔２０点〕
③ ①の基準を達成していないが、受診率が市町村規模別の30年度の全自治体の上位１割又は３割に当たる場合 〔３０点 or ２０点〕
④ ③に該当し、かつ29年度実績と比較して受診率が３（１. ５）ポイント以上向上している場合 〔３５（２５）点〕
⑤ ①及び③の基準は達成していないが、29年度実績と比較し受診率が３ポイント以上向上している場合 〔２５点〕
⑥ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、27年度から30年度の受診率が連続して向上している場合 〔１０点〕
⑦ 受診率が２５％以上３３％未満の場合 ⑧ 受診率が２５％未満となっている場合 ⑦〔▲１５点〕⑧〔▲３０点〕
⑨ ①及び③の基準は満たさず、かつ28年度から30年度の受診率が連続して低下している場合 〔▲１５点〕

１９０点満点
うち特定健診受診率の評価

75
平成３０年度実績を評価
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がん検診受診率（40点） 歯科検診受診率（30点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（共通指標② がん検診受診率・歯科検診実施状況）

（得点）

県平均 25.0点

① 胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がんの５つのがん検診の平均受診率が２５％を達成している場合〔１５点〕
② ①の基準は達成していないが、平均受診率が全自治体の上位３割を達成している場合 〔１０点〕
③ ①及び②の基準は達成していないが、平均受診率が全自治体の上位５割を達成している場合 〔５点 〕
④ 29年度実績と比較し、平均受診率が１ポイント以上向上している場合 〔２０点〕
⑤ 受診率の向上のため、がん検診と特定健診を一体的に実施している場合 〔５点 〕
⑥ 歯科検診を実施(※)している場合 (※) 歯周疾患（病）検診、歯科疾患（病）検診を含む。 〔１５点〕
⑦ 元年度の歯科健診の受診率が、全自治体の上位３割を達成している場 〔５点 〕
⑧ ⑥の基準は達成していないが、全自治体の上位５割を達成している場合 〔３点 〕
⑨ 30年度実績と比較し、受診率が１ポイント以上向上している場合 〔１０点〕

７０点満点

全国平均 29.6点

令和２年度実施状況、平成３０年度実績（がん）、令和元年度実績（歯科）を評価

15
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予防取組の実施（20点） 対象者把握（20点） 受診勧奨実施（20点）
HbA1c8.0％以上未治療者上位3割（30点） アウトカム指標評価（30点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（共通指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組実施状況）

（得点）

県平均 91.5点

① 糖尿病性腎症重症化予防の取組を実施している場合（抽出基準・県糖尿病対策推進会議等連携など） 〔２０点〕
② 健診結果のみならず、レセプトの請求情報も活用し、糖尿病性腎症対象者の概数を把握している場合 〔２０点〕
③ ①抽出基準に基づき、全ての糖尿病未治療者及び治療を中断した者に対して受診勧奨を実施している場合 〔２０点〕
④ 特定健診受診者のうち、HbA1cが8.0％以上の未治療者の割合が小さい順に、30年度上位３割の場合 〔３０点〕
⑤ 保健指導対象者のHbA1c、eGFR、尿蛋白等の検査結果を確認し、アウトカム指標により評価している場合 〔３０点〕

１２０点満点

全国平均 96.7点
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令和２年度実施状況、平成３０年度実績を評価
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個人インセンティブ提供（75点） 健康なまちづくり視点事業（15点） わかりやすい情報提供（20点）

（得点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（共通指標④ 広く加入者に対して行う予防・健康づくりの取組実施状況）

県平均 68.1点

① 個人へのインセンティブの提供の実施（ポイント等付与・PDCAサイクルで事業の見直しを実施） 〔７５点〕
② 個人へのインセンティブの提供の実施（「健康なまちづくり」の視点を含めた事業の実施） 〔１５点〕
③ 個人への分かりやすい情報提供の実施（健診結果等、マイナンバーカード、セルフメディケーション） 〔２０点〕

１１０点満点

全国平均 78.7点
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令和２年度実施状況を評価
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重複服薬（50点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（共通指標⑤ 重複・多剤投与者に対する取組）

（得点）

県平均 40.6点

① 重複・多剤投与者の抽出を行い、服薬情報の通知や個別指導・訪問等の取組を実施している場合 〔１５点〕
② ①の実施後、服薬状況等の確認をして、実施前後で評価をしている場合 〔２５点〕
③ 郡市医師会等地域の医療関係団体と連携して、重複・多剤投与の対策を実施している場合 〔５点〕
④ 被保険者に対して、ポリファーマシー等に関する周知・啓発を行っている場合 〔５点〕

50点満点

全国平均 41.6点
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令和２年度実施状況を評価



0

20

40

60

80

100

120

岡
山
市

倉
敷
市

津
山
市

玉
野
市

笠
岡
市

井
原
市

備
前
市

総
社
市

高
梁
市

新
見
市

和
気
町

早
島
町

里
庄
町

矢
掛
町

新
庄
村

勝
央
町

奈
義
町

美
作
市

西
粟
倉
村

久
米
南
町

吉
備
中
央
町

瀬
戸
内
市

赤
磐
市

真
庭
市

鏡
野
町

美
咲
町

浅
口
市

10 10 10

55

10 10 10 10 10

110

10

55

110

10

80

10

110 110

55 55

110

80

10

110

10 10 10

後発医薬品の促進の取組（10点） 後発医薬品の使用割合（120点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（共通指標⑥ 後発医薬品促進の取組）

（得点）

県平均 44.1点

① 後発医薬品使用状況の把握の上、事業目標を立てている場合 〔５点〕
② 差額通知を実施し、通知前後での後発医薬品への切替の把握等をしている場合 〔５点〕
③ 使用割合が80%を達成している場合 〔７０点〕
④ ③の基準を達成し、かつ使用割合が全自治体の上位１割を達成している場合 〔２０点〕
⑤ ③の基準を達成し、かつ30年度実績と比較し、使用割合が１ポイント以上向上している場合 〔３０点〕
⑥ ③の基準を達成していないが、使用割合が全自治体の上位５割を達成している場合 〔３０点〕
⑦ ⑥の基準を達成し、かつ30年度実績と比較し、使用割合が５ポイント以上向上している場合 〔５０点〕
⑧ ③及び⑥の基準を達成していないが、30年度実績と比較し、使用割合が５ポイント以上向上している場合 〔４５点〕
⑨ ③の基準は満たさず、かつ29年度から元年度の使用割合が連続して低下している場合 〔▲１０点〕

１30点満点

全国平均 58.0点
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令和２年度実施状況、令和元年度実績を評価
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市町村規模別収納率上位（50点） 現年分収納率向上（25点） 滞納繰越分収納率向上（25点）

全国平均 35.0点

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（固有指標➀ 収納率向上の取組実施状況）

（得点）

県平均 31.9点

① 現年度分の収納率が市町村規模別の上位３or５割に当たる収納率を達成している場合 〔５０or３５点〕
② 現年度分の収納率が30年度実績と比較して１or0.5ポイント以上向上している場合 〔２５or１０点〕
③ 現年度分の29年度から元年度の3カ年平均の収納率が①基準の上位5割の場合 〔５点〕
④ 滞納繰越分の収納率が30年度実績と比較して５or２ポイント以上向上している場合 〔２５or１０点〕
⑤ 滞納繰越分の収納率が30年度実績と比較して１ポイント以上向上している場合 〔５点〕

１００点満点

令和元年度実績を評価

20



0

5

10

15

20

25

30

35

40

岡
山
市

倉
敷
市

津
山
市

玉
野
市

笠
岡
市

井
原
市

備
前
市

総
社
市

高
梁
市

新
見
市

和
気
町

早
島
町

里
庄
町

矢
掛
町

新
庄
村

勝
央
町

奈
義
町

美
作
市

西
粟
倉
村

久
米
南
町

吉
備
中
央
町

瀬
戸
内
市

赤
磐
市

真
庭
市

鏡
野
町

美
咲
町

浅
口
市

40 40 40 40 40 40 40 40

12

32

40 40

30

40

17

12

40

30

12

32

40 40

12

40 40

12

40

データヘルス計画の実施状況（40点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（固有指標② データヘルス計画の実施状況）

（得点）

県平均 32.6点

① データヘルス計画の策定、これに基づき保健事業が実施されている場合 〔２点〕
② ２年度の個別保健事業で、計画の目標等を踏まえたアウトカム指標が設定されている 〔１０点〕
③ 中間評価に当たり、ｽﾄﾗｸﾁｬｰ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ・ｱｳﾄカムの４つの視点に基づき評価している 〔１０点〕
④ ２年度の保健事業の実施・評価及び中間評価で、関係部局による連携体制の構築されている 〔２点〕
⑤ ２年度の保健事業の実施・評価及び中間評価で、都道府県との連携体制の構築されている 〔３点〕
⑥ ２年度の保健事業の実施・評価及び中間評価で、保健医療関係者などとの連携体制の構築されている 〔３点〕
⑦ 中間評価でＫＤＢ等を活用しデータ分析を行い、健康課題・目標や事業の優先順位付けの見直しを行った場合〔５点〕
⑧ 中間評価に当たり国保連の支援評価委員会等外部有識者の助言を得ている場合 〔５点〕

４０点満点

全国平均 36.4点

令和２年度実施状況を評価
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医療費通知（25点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（固有指標③ 医療費通知）

（得点）
県平均 23.1点

〇 医療費通知への要件（①医療費の額・②受診年月日・③漏れなく通知・④医療機関名・⑤日数・ ⑥柔整療養費の表示
・⑦①～⑥を表示した確定申告に使用可能な医療費通知を確定申告前までに適切に通知） 〔２５点〕

２５点満点

全国平均 24.1点令和２年度実施状況を評価
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地域包括ケア推進・一体的実施の取組（30点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（固有指標④ 地域包括ケア推進・一体的実施の取組）

（得点）

県平均 12.2点

① 部局横断的な議論に国保部局として参画、KDB等を活用したデータ提供等により地域課題の共有、対応策検討 〔５点〕
② 在宅医療・介護連携推進事業に国保部局として参画、現状分析・課題抽出、対応策検討、多職種連携研修など 〔５点〕
③ KDB等を活用してﾊｲﾘｽｸ群等を抽出して、国保部局として当該ターゲット層に対する支援の実施 〔５点〕
④ 国保直診施設等を拠点とした取組をはじめ、医療・介護関係機関の連携によるケア推進に向けた取組の実施 〔５点〕
⑤ 国保の保健事業に専門職を活用し、後期の保健事業と介護の地域支援事業と一体的に実施 〔５点〕
⑥ ⑤事業実施に当たり、国保に加え、後期、介護のデータについても、 KDB等を活用した分析を総合的に実施 〔５点〕

３０点満点

全国平均 14.7点

令和２年度実施状況を評価
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第三者求償の取組状況（40点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（固有指標⑤ 第三者求償の取組状況）

（得点）

県平均 31.6点

① 疑いのあるﾚｾﾌﾟﾄ抽出し、被保険者への確認を前提に、覚書に基づく様式統一をして、代行されている場合 〔１０(７)点〕
② 求償事務に係る評価指標（２必須指標）について、前年度の数値目標を達成している場合 〔５(３)点〕
③ ２以上の関係機関から発見の手がかりとなる情報提供体制を構築している 〔８(４)点〕
④ 各市町村の第三者求償HP等において傷病届様式と高額療養費等の各種申請書をﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできるようにしている 〔５点〕
⑤ 国保連主催の研修に参加し、知識習得に努め、専門家の助言などを得て、課題解決に取り組んでいる 〔６(３)点〕
⑥ 求償専門員設置や国保連との連携、債権回収の庁内連携等、第三者直接請求を行う体制を構築し、求償を行っている 〔６点〕

４０点満点

全国平均 32.6点

令和２年度実施状況を評価
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適用の適正化状況（10点） 給付の適正化状況（19点） 保険料（税）収納率対策状況（17点）

法定外繰入の解消等（35点） その他（14点）

令和３年度保険者努力支援制度（市町村分）市町村別獲得点
（固有指標⑥ 適切かつ健全な事業運営の実施状況）

（得点）

県平均 75.5点

① 居所不明被保険者の調査・所得未申告世帯の調査等実施状況 〔１０点〕
② 給付の適正化（レセプト点検の充実強化・一部負担金の適切な運営）状況 〔１９点〕
③ 保険料（税）収納対策（口座振替割合・滞納処分方針等）、外国人被保険者への周知状況 〔１７点〕
④ 決算補填等目的の法定外繰入等の削減状況 〔３５点〕
⑤ その他（国保事務研修・国保運営協議会被用者保険代表参加・市町村事務処理標準システム導入等） 〔１４点〕

９５点満点

全国平均 69.7点
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令和２年度実施状況、令和元年度実績を評価



４ 令和３年度保険者努力支援制度の評価結果
（都道府県分）
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47.1%
27.3% 29.1%

53.8%

0.0% 43.8% 43.8%

32.7%

97.1%

75.0%
88.7% 66.5%

指標① 指標② 指標③

令和３年度 保険者努力支援制度（都道府県分）

都道府県分得点率の状況

指標① 主な市町村指標の都道府県
単位評価

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・後発医薬品の使用割合
・保険料収納率
※都道府県平均等に基づく評価

指標② 医療費適正化のアウトカム
評価

○ 年齢調整後一人当たり医療費
・その水準が低い場合
・前年度(過去３年平均値)より一定程度
改善した場合に評価

○ 重症化予防のマクロ的評価
・年齢調整後新規透析導入患者数が少
ない場合

指標③ 都道府県の取組状況

○都道府県の取組状況

・医療費適正化等の主体的な指標取組状

況（保険者協議会、データ分析、

重症化予防の取組 等）

・医療提供体制適正化の推進

・保険料水準の統一

・法定外繰入の解消等
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分） 都道府県別獲得点

指標１ 都道府県指標の市町村単位評価 110点 指標２ 都道府県の医療費水準等 80点 指標３ 都道府県の取組状況 106点

（点） 速報値
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【参考】 令和２年度保険者努力支援制度（都道府県分） 都道府県別獲得点

指標１ 都道府県指標の市町村単位評価 110点 指標２ 都道府県の医療費水準等 80点 指標３ 都道府県の取組状況 120点

（点）
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令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）得点率
指標①（市町村指標の都道府県単位評価）

30

特定健診・保健指導、重症化予防は得点率を上げているが、個人インセンティブ提供、後発医薬品の使用割
合で得点率を下げている。

糖尿病重症化予
防の取組

個人インセンティ
ブ提供

後発医薬品の使用
割合

保険料（税）収納
率

合計特定健診・
保健指導実施率

平成３０年度実績
を評価

平成３０年度実績
を評価

令和２年度実績
を評価

令和元年度実績
を評価

令和元年度実績
を評価
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令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）得点率
指標②（医療費適正化に関する評価）
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年齢調整後一人当たり医療費（前年からの改善状況）は、2年度、3年度とも改善状況上位10
位以内となり得点できたが、僅差が得点に影響するため、継続的に得点を獲得することが困難
である。

年齢調整後
一人当たり医療費

重症化予防マクロ的評価
（新規透析患者数）

合計
年齢調整後

一人当たり医療費
（前年からの改善状況）

重症化予防マクロ的評価
（前年からの改善状況）

平成３０年度実績
を評価

平成３０年度実績
を評価

令和元年度実績
を評価

令和元年度実績
を評価
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令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）得点率
指標③（都道府県の取組状況に関する評価）
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保険料水準の統一の指標については令和３年度に指標が新設された。

決算補填目的の
法定外繰入の解消

医療費適正化
（重症化予防の取組等）

保険料水準の統一
に向けた取組

医療提供体制適正化
の推進

令和２年度実施状況
を評価

令和２年度実施状況
を評価

令和元年度実施状況
を評価

令和２年度実施状況
を評価
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指標① 市町村指標の都道府県単位評価

特定健診・特定保健指導（24点) 重症化予防（26点） 個人インセンティブ（18点） ジェネリック(22点) 収納率（20点）

（点）
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（参考１）令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標① 市町村指標の都道府県単位評価
特定健康審査受診率の都道府県平均値
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（参考２）令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標① 市町村指標の都道府県単位評価

特定保健指導実施率の都道府県平均値
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（参考3）令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標① 市町村指標の都道府県単位評価
糖尿病等の重症化予防の取組状況

95％
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（参考４）令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標① 市町村指標の都道府県単位評価
個人インセンティブの提供
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（参考５）令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標① 市町村指標の都道府県単位評価
後発医薬品の使用割合（２０１８年度実績）
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（参考６）令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標① 市町村指標の都道府県単位評価
保険料収納率（令和元年度実績）

95.2%

92.5%

94.8%

94.3%

93.8%

94.8%

92.5% 92.4%

91.0%

93.1%

92.0%

91.0%

88.9%

93.4%

95.1%
95.2%

94.4%

94.9%94.9%
95.2%

93.7% 93.7%

94.7%

93.1%

94.9% 94.9%

92.1%

94.1% 94.3%
94.4%

94.8%

96.2%

93.5%93.4%

94.1% 94.1%

92.8%

95.2%

95.0%

93.2%

95.9%

94.1%

93.1%

94.8%

94.2%

93.6%

93.7%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

④
北
海
道

㊷
青
森
県

⑮
岩
手
県

⑳
宮
城
県

㉚
秋
田
県

⑭
山
形
県

㊵
福
島
県

㊶
茨
城
県

㊻
栃
木
県

㊲
群
馬
県

㊸
埼
玉
県

㊺
千
葉
県

㊼
東
京
都

㉘
神
奈
川
県

⑧
新
潟
県

③
富
山
県

㉒
石
川
県

⑯
福
井
県

⑦
山
梨
県

⑤
長
野
県

㉗
岐
阜
県

㉜
静
岡
県

⑫
愛
知
県

㊳
三
重
県

⑨
滋
賀
県

⑩
京
都
府

㊹
大
阪
府

㉑
兵
庫
県

⑰
奈
良
県

⑱
和
歌
山
県

⑲
鳥
取
県

①
島
根
県

㉝
岡
山
県

㉟
広
島
県

㉖
山
口
県

㉛
徳
島
県

㊴
香
川
県

⑪
愛
媛
県

⑥
高
知
県

㉙
福
岡
県

②
佐
賀
県

㉕
長
崎
県

㊱
熊
本
県

⑬
大
分
県

㉓
宮
崎
県

㉞
鹿
児
島
県

㉔
沖
縄
県

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

上位2割

上位4割

39



20

38

40

3

7

40

16

58

20

38

40

26

30

10

37

48

15

0

28

25

40

15

40

6

50

48

3

0

23

53

13

10

35

43

48

35

10

29

20

22

10

20

43

20

13

0

40

26.1 

0

10

20

30

40

50

60

70

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全
国

令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分） 都道府県別獲得点

指標②医療費適正化のアウトカム評価

（１）医療費水準（20点) （２）医療費の改善状況（40点） （３）重症化予防マクロ的評価 当年(10点) （４）重症化予防マクロ的評価 前年比(10点)

（点）
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（参考）令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）
指標② 医療費適正化のアウトカム評価

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

佐
賀
県

鹿
児
島
県

長
崎
県

島
根
県

香
川
県

大
分
県

山
口
県

高
知
県

熊
本
県

岡
山
県

徳
島
県

石
川
県

沖
縄
県

福
岡
県

北
海
道

広
島
県

大
阪
府

宮
崎
県

愛
媛
県

鳥
取
県

福
井
県

兵
庫
県

京
都
府

秋
田
県

宮
城
県

三
重
県

山
形
県

岩
手
県

岐
阜
県

和
歌
山
県

富
山
県

滋
賀
県

東
京
都

奈
良
県

神
奈
川
県

山
梨
県

福
島
県

新
潟
県

青
森
県

長
野
県

静
岡
県

群
馬
県

栃
木
県

埼
玉
県

千
葉
県

愛
知
県

茨
城
県

全
国
平
均

入院 入院外 歯科

全国平均値：36万1千円

（万円）

41



○地域差指数の日本地図グラフ

※「平成30年度 医療費の地域差分析」（厚生労働省保険局）の基礎データをもとに作成。

1.15    (4)

42

1.10 〜 1.15    (6)

1.05 〜 1.10    (7)

1.00 〜 1.05    (9)

0.95 〜 1.00    (13)

〜 0.95    (8)

※ 地域差指数＝１人当たり年齢調整後医療費
全国平均の１人当たり医療費

一人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数【2018年度】

市町村国⺠健康保険
計 入院 入院外 ⻭科

地域差指数 順位 地域差指数 順位 地域差指数 順位 地域差指数 順位
円 円 円 円

全国平均 361,278 1.000 − 142,413 1.000 − 193,504 1.000 − 25,361 1.000 −
北海道 387,360 1.072 33 168,328 1.182 33 193,399 0.999 26 25,634 1.011 35
⻘森県 344,134 0.953 9 131,847 0.926 9 191,729 0.991 20 20,558 0.811 2
岩手県 357,971 0.991 20 143,919 1.011 20 190,399 0.984 18 23,653 0.933 23
宮城県 366,931 1.016 23 140,351 0.986 18 203,477 1.052 41 23,102 0.911 16
秋田県 369,413 1.023 24 155,511 1.092 28 190,146 0.983 17 23,756 0.937 24
山形県 360,799 0.999 21 144,784 1.017 21 192,688 0.996 25 23,327 0.920 20
福島県 348,963 0.966 11 137,423 0.965 14 189,341 0.978 15 22,199 0.875 11
茨城県 319,519 0.884 1 117,023 0.822 2 179,836 0.929 3 22,659 0.893 12
栃木県 334,968 0.927 5 125,982 0.885 5 186,857 0.966 8 22,128 0.873 10
群馬県 336,245 0.931 6 134,967 0.948 11 179,294 0.927 2 21,984 0.867 8
埼玉県 333,195 0.922 4 120,562 0.847 3 188,624 0.975 13 24,008 0.947 27
千葉県 331,967 0.919 3 122,381 0.859 4 184,884 0.955 5 24,702 0.974 30
東京都 354,110 0.980 15 127,111 0.893 8 200,410 1.036 36 26,588 1.048 39

神奈川県 349,722 0.968 13 126,501 0.888 7 196,823 1.017 31 26,399 1.041 38
新潟県 346,268 0.958 10 138,746 0.974 16 183,086 0.946 4 24,436 0.964 28
富山県 355,236 0.983 17 154,885 1.088 27 178,637 0.923 1 21,713 0.856 5
石川県 391,102 1.083 36 176,918 1.242 38 192,306 0.994 24 21,877 0.863 7
福井県 376,732 1.043 27 163,355 1.147 30 192,263 0.994 23 21,114 0.833 3
山梨県 349,449 0.967 12 135,928 0.954 13 190,081 0.982 16 23,439 0.924 21
⻑野県 343,511 0.951 8 135,536 0.952 12 185,277 0.957 6 22,698 0.895 14
岐阜県 357,921 0.991 19 133,541 0.938 10 198,092 1.024 34 26,289 1.037 37
静岡県 341,954 0.947 7 126,170 0.886 6 193,928 1.002 27 21,856 0.862 6
愛知県 329,091 0.911 2 114,619 0.805 1 186,908 0.966 9 27,563 1.087 43
三重県 366,092 1.013 22 145,428 1.021 23 196,666 1.016 30 23,998 0.946 26
滋賀県 354,290 0.981 16 139,961 0.983 17 191,364 0.989 19 22,965 0.906 15
京都府 370,102 1.024 25 146,404 1.028 24 197,947 1.023 33 25,751 1.015 36
大阪府 384,942 1.066 31 148,544 1.043 25 205,156 1.060 44 31,242 1.232 47
兵庫県 373,077 1.033 26 144,817 1.017 22 200,264 1.035 35 27,995 1.104 45
奈良県 351,079 0.972 14 138,032 0.969 15 188,036 0.972 11 25,011 0.986 31

和歌山県 357,155 0.989 18 140,734 0.988 19 191,857 0.991 21 24,563 0.969 29
鳥取県 377,979 1.046 28 166,396 1.168 32 187,644 0.970 10 23,940 0.944 25
島根県 416,745 1.154 44 188,011 1.320 42 205,575 1.062 45 23,160 0.913 18
岡山県 395,807 1.096 38 166,156 1.167 31 202,364 1.046 40 27,287 1.076 41
広島県 386,090 1.069 32 154,555 1.085 26 203,487 1.052 42 28,048 1.106 46
山口県 412,700 1.142 41 183,984 1.292 41 203,534 1.052 43 25,182 0.993 32
徳島県 394,038 1.091 37 175,218 1.230 36 192,216 0.993 22 26,605 1.049 40
香川県 416,272 1.152 43 176,238 1.238 37 212,671 1.099 47 27,363 1.079 42
愛媛県 378,923 1.049 29 161,748 1.136 29 194,039 1.003 28 23,136 0.912 17
高知県 408,363 1.130 40 190,225 1.336 43 194,589 1.006 29 23,549 0.929 22
福岡県 387,700 1.073 34 171,429 1.204 35 188,315 0.973 12 27,956 1.102 44
佐賀県 436,110 1.207 47 198,076 1.391 46 212,620 1.099 46 25,414 1.002 33
⻑崎県 418,520 1.158 45 195,867 1.375 45 197,071 1.018 32 25,582 1.009 34
熊本県 406,804 1.126 39 182,298 1.280 39 201,258 1.040 39 23,248 0.917 19
大分県 414,174 1.146 42 191,976 1.348 44 200,560 1.036 37 21,638 0.853 4
宮崎県 380,723 1.054 30 169,281 1.189 34 188,778 0.976 14 22,664 0.894 13

鹿児島県 427,472 1.183 46 204,297 1.435 47 201,113 1.039 38 22,063 0.870 9
沖縄県 389,029 1.077 35 182,615 1.282 40 185,887 0.961 7 20,526 0.809 1

（参考）令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標② 都道府県の医療費水準
2018年度の都道府県別地域差指数
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令和3年度保険者努力支援制度(都道府県分）都道府県別各得点

指標③ 都道府県の取組状況の評価

重症化予防の取組等（30点) 市町村への指導・助言等（10点） 保険者協議会への積極的関与（10点）

医療費分析(10点) 法定外繰入の削減（35点） 保険料水準の統一

医療提供体制適正化（5点）

（点）
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）都道府県別獲得点
指標③ 都道府県の取組状況の評価（重症化予防の取組等）
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）都道府県別獲得点
医療費適正化等の主体的な取組状況（市町村への指導・助言等）
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給付点検 不正利得 第三者求償
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）都道府県別獲得点
指標③ 都道府県の取組状況の評価（保険者協議会）
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（点）
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）都道府県別獲得点
指標③ 都道府県の取組状況の評価（医療費分析、法定外繰入の解消等）
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）都道府県別獲得点
指標③ 都道府県の取組状況の評価（保険料水準の統一）
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令和3年度保険者努力支援制度（都道府県分）都道府県別獲得点
指標③ 都道府県の取組状況の評価（医療提供体制適正化の推進）

また、令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標③「医療提供体制適正化の推進」について、医政局地域医療
計画課より新型コロナウイルス感染症の影響から地域医療構想調整会議の開催が困難な時期があったこと等を踏まえ、
評価に必要な取組状況把握に係る調査について、現時点では実施が困難であるとの報告があった。

このため、令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）指標③「医療提供体制適正化の推進」中、評価指標②③を評
価対象外とした。
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